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被災地復興のため、被災された方への迅速な就職支援を要請しました 

～東日本大震災で、厚生労働大臣が人材ビジネスの事業者団体に直接要請～ 
 
 

 東日本大震災の被災地復興のためには、被災された方が一日も早く仕事に就くこと、被災地

の企業にとっては復興のための人材を確保すること、が重要なことから、細川律夫厚生労働大

臣は、本日、人材ビジネスの事業者団体に要請書を手渡し、迅速で的確な職業紹介やマッチン

グについて、官民一体となり積極的に取り組んでもらうよう、要請しました。 

 

団体ごとの要請内容は次の通りです。 

①民間職業紹介事業団体（社団法人全国民営職業紹介事業協会） 

 被災された求職者の希望や適性に応じた、迅速・的確な職業紹介の実施など（別添１参照） 

 

②労働者派遣事業団体（社団法人日本人材派遣協会、社団法人日本生産技能労務協会） 

 被災された労働者・求職者を受け入れられる派遣先を確保し、希望や適性に応じた迅

速・的確なマッチングの実施など（別添２参照） 

 

③求人情報提供事業団体（社団法人全国求人情報協会） 

 就職情報サイトや求人情報誌等で、被災された求職者を積極採用する企業の特集を組む

情報提供の実施など（別添３参照） 

 

 

 

また、有限責任中間法人日本エンジニアリングアウトソーシング協会、日本サービス業人材

派遣協会及び中部アウトソーシング協同組合に対しても、別添２の要請書を送付しています。 
 
（要請団体の一覧は別添４参照） 

平成 23 年４月８日 

【照会先】 

職業安定局 派遣・有期労働対策部  

需給調整事業課 

 課     長    鈴 木 英二郎 

派遣・請負労働企画官  増 田 嗣 郎 

 課 長 補 佐    大 塚 弘 満 

(代表電話)03(5253)1111（内線 5745、5312） 

(直通電話)03(3502)5227 


